
皆さんのご意見・ご質問から

改正トラック法に関する改正点

物流２法改正による具体的な規制内容・影響は。
【発荷主 】
法改正によりトラック運送事業者が気を付けるべき
点を教えてほしい。【倉庫業者】
物流２法改正による具体的な規制内容について知
りたい。【利用運送事業者】
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【多重下請構造のイメージ】 【他のトラック事業者を利用して運送することがあるか】 【他のトラック事業者に委託する際の下請金額は、
請け負った金額の概ね何％か】

（令和４年度末に国土交通省が実施した貨物自動車運送事業者を対象としたアンケート調査より）

はい
74%

いいえ
26%

100%～
4%

95～99％
28%

90～94％
42%

90％未満
26%

※調査対象としている下請行為は元請けから1次下請け、1次下請けから2次下請け等のケースを含む。

物流業界の多重下請構造の是正に向けた取組につなげるとともに、実運送事業者の適正運賃収受を図る。
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真荷主 元請事業者

１次下請け

２次下請け…

n次下請け
（実運送事業者）

○ 運送契約締結時に、提供する役務の内容やその対価（附帯業務料、燃料サーチャージ等を含む。）等について
記載した書面の交付を義務付け＊ 。 【法第12条、第24条第２項・第３項関係】

○ 利用運送を行うときに委託先への発注適正化（健全化措置）について努力義務＊を課すとともに、一定規模以上の
事業者に対し、健全化措置に関する運送利用管理規程の作成・運送利用管理者の選任を義務付け。
【法第24条第１項、法第24条の２～第24条の４関係】

○ 元請事業者に対し、実運送事業者の名称や請負階層等を記載した実運送体制管理簿の作成を義務付け。また、各
事業者に対し、実運送体制管理簿の作成に必要な情報の通知を義務付け。 【法第24条の５関係】

＊ 下請関係に入る利用運送事業者にも適用。

トラック事業者の取引に対する規制的措置 【貨物自動車運送事業法】

⇒ 令和７年４月１日施行



①運送契約締結時等の書面交付義務（荷主にも義務あり）
【書面への記載事項】
・契約の当事者の氏名又は名称・住所
・有料道路の通行に係る料金
・燃料価格の変動に伴い追加的に必要となる 燃料費に係る料金（いわゆる燃料サーチャージ）
・その他の特別に生ずる費用に係る料金、運賃及び料金の支払の方法
・書面を交付した年月日
【書面の保存義務】
・書面の交付日から1年間保存しなければならない。
【公布義務の例外事由】
・災害その他緊急やむを得ない場合

②運送利用管理規程の作成、運送利用管理者の選任義務
【運送利用管理者の選任義務の対象となる事業者が行う貨物自動車利用運送の規模】
・前年度におけるその行った貨物自動車利用運送に係る貨物取扱量の合計量が 100 万トン
以上

【運送利用管理者の選任及び解任の届出】
・届出期限は行った貨物自動車利用運送に係る貨物取扱量の合計量が100万トン以上とな
った年度の翌年度の7月10日まで。届出の受理に係る権限は地方運輸局長に委任。

・当該年度以前にすでに運送利用管理規程の作成の届出をしているときは、改めて届出をする
必要がない。

貨物自動車運送事業法のうち令和７年に施行された内容(省令事項)
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③実運送体制管理簿作成（荷主が実運送体制を把握可能に）
【実運送体制管理簿の作成の対象となる貨物の重量の下限等】
・実運送体制管理簿の作成の対象となる貨物の重量は、1.5トン以上とする。
・実運送体制管理簿の作成は、貨物の運送が完了した後、遅滞なく、行うものとする。

【実運送体制管理簿を貨物の運送ごとに作成することを要しない場合】
・真荷主と元請事業者との間において、「元請事業者が実運送を行わない場合には常に同一
の貨物自動車運送事業者が実運送を行う」旨の契約が締結されている場合は、実運送体
制管理簿を貨物の運送ごとに作成することを要しない。

・貨物の運送ごとに作成しない場合の実運送体制管理簿には、通常の記載事項に加え、当
該契約の期間を記載する。

・元請事業者は、当該実運送体制管理簿に記載した貨物の運送が完了した日から、当該契
約が満了する日までの期間又は１年間のいずれか長い期間、これを営業所に備え置く。

④貨物軽自動車運送事業安全対策関係
【貨物軽自動車安全管理者の選任と講習受講の義務付け】
【業務記録の作成・保存の義務付け】
【事故記録の保存の義務付け】
【国土交通大臣への事故報告の義務付け】
【特定の運転者への指導・監督及び適性診断の義務付け】
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貨物自動車運送事業法のうち令和７年に施行された内容(省令事項)



標準運送約款改正関係(令和6年3月改定)
改正により、これまで運送業務の一部とされてきた荷積み・荷卸しは運送とは異
なる「作業」に分類。
・約款上の業務区分の明確化

・契約 にない取卸し等を含め、積込料・取卸料を収受する旨を明記（第６１条）

改正
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改正前

「標準的運賃」でも「待機時間料」（荷待ち料）に続き、「積込料・取卸料」（
荷役（荷積み・荷卸し）料金）として、すれば料金を支払う必要があることを明
記。荷役以外の作業は「附帯業務」に分類され、こちらも実費を収受できることを
明記。



「附帯業務」の定義と内容

「品代金の取立て、荷掛金の立替え、貨物の荷造り、仕分け、保管、検収及び検品、横待
ち及び縦待ち、棚入り、ラベル貼り、はい作業その他の運送業務に附帯して一定の時間、技
能、機器等を必要とする業務」 「物流の適正化・生産性向上に向けた荷主事業者・物流事業者の取組に関するガイドライン」より

はい作業
袋物や箱物などの「はい」を一定の方法で規則
正しく積み上げたり（はい付け）、積み降ろし
たり（はいくずし）すること。リフトを使った上記
作業も「はい作業」と呼ばれる。手作業だと長
時間がかかる場合も。

仕分け
一旦納品した貨物を、その先の店舗配送など
のため、方面別に仕分けること。
パレット納品してもこの作業により手積み作業
（パレット、カゴ車への載せ替え、直積み等）
が生じ、大きな時間のロスにつながることも。

棚入り（棚入れ）・棚出し
一旦納品した貨物を荷主が決めた分類により倉
庫内の棚に収めたり、荷積みの際、棚から出して
荷積みすること。
消費期限の近いものを一番手前に置くため、一
度全部棚から出し、納品した貨物を奥に入れる
作業を求める荷主も。

ラベル貼り
バーコードやQRコード、JANコード、商品名、価格、
成分表示など、商品に必要な情報のラベルを正確
に貼り付ける作業
貼り間違いや位置ずれが発生すると、在庫管理の
混乱や誤出荷などの深刻なトラブルにつながる可
能性が。

ピッキング・検品・検収
ピッキング：倉庫内の荷物を集める作業
検品：出荷時の最終チェックを行う作業
検収：商品に不備がないか確認する作業
出荷情報の事前送付。RFID等大量読込の技
術などを使ったり、検品自体をなくすことも可能。

パレット移し
違うサイズ又は同じサイズ同士のパレット間で荷物
を移し変える作業。多くがドライバーによる手作業。
発荷主が1.1レンタルパレットで発送しても着荷主
が自社の1.1パレットで保管・管理するなど運用の
際により、トラックドライバーがこの作業を強いられる
という報告が増えています。

⇒ 運送業務に附帯して一定の時間、技能、機器等を必要とする業務
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【特殊車両割増】

【休日割増】 日曜祝祭日に運送した距離に限る ２割
【深夜・早朝割増】 午後10時から午前５時までに運送した距離 ２割

Ⅴ 待機時間料

Ⅵ積込料・取卸料、附帯業務料
【積込料・取卸料】

小型車、中型車、大型車又はトレーラーの２割冷蔵車・冷凍車
トレーラーの４割海上コンテナ輸送車
大型車又はトレーラーの２割セメントバルク車
大型車の２割ダンプ車
大型車の２割コンクリートミキサー車
大型車又はトレーラーの３割タンク車 (石油製品輸送車）
大型車又はトレーラーの４割タンク車（化成品輸送車）
大型車又はトレーラーの５割タンク車（高圧ガス輸送車）

【附帯業務料】 附帯業務を行った場合には、運賃とは別に実費として収受

Ⅶ 利用運送手数料 運賃の10％を当該運賃とは別に収受

Ⅷ 有料道路利用料 有料道路を利用した区間の料金を別に定めるところに
より収受

Ⅹ 燃料サーチャージ
1.算出方法

トレーラー
（20tクラス）

大型車
（10tクラス）

中型車
（4tクラス）

小型車
（2tクラス）種 別

2,2201,8901,7601,68030分を超える場合において30分
までごとに発生する金額

2,6702,2702,1102,010
Ⅳに定める積込料・取卸料の適
用時間と併せて２時間を超える場
合において30分までごとに発生す
る金額

トレーラー
(20tクラス)

大型車
(10tクラス)

中型車
(4tクラス)

小型車
(2tクラス)種 別

2,7502,3402,1802,080
フォークリフト又はト
ラック搭載型クレー
ンを使用した場合30分までごとに発生

する金額
2,6502,2602,1002,000手摘みの場合

3,3002,8102,6102,490
フォークリフト又はト
ラック搭載型クレー
ンを使用した場合

Ⅴに定める待機時間
料の適用時間と併せ
て２時間を超える場
合において30分まで
ごとに発生する金額

3,1802,7102,5202,400手摘みの場合

120.00円基準価格

5.00円改定の刻み幅

改定の刻み幅5.00円/Lの幅で軽油価格が変動した時点で、
翌月から改定。改定条件

軽油価格が120.00円/Lを下回った時点で、翌月から廃止廃止条件

走行距離(km)÷車両燃費(km/L)×算出上の燃料価格上
昇額(円/L)距離制運賃計算式

平均走行距離(km)÷車両燃費(km/L)×算出上の燃料価
格上昇額(円/L)時間制運賃

1個又は1重量あたりの運賃の算出にあたって用いた距離制運
賃又は時間制運賃の計算式に準ずる個建運賃

※標準的な運賃の設定に係る原価計算においては、燃料費を120.00円/Lとして
設定していることから、燃料サーチャージの基準価格も120.00円/L として設定してい
る。各運送事業者が燃料サーチャージを導入する際は、「トラック運送業における燃料
サーチャージ緊急ガイドライン」(平成24年5月16日最終改定)も参考にしつつ、当該
運送事業者が自社の運賃の設定に係る原価計算において基準とした燃料費を燃料
サーチャージの基準価格として設定することが望ましい。
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（単位：円）

（単位：円）

標準的運賃【待機・作業料関係】



皆さんのご意見・ご質問から

改正トラック法に関する改正点
「契約内容」の書面化について。

義務の対象は。どの点を書面化するのか。目的は。
【発荷主】
書面化の対象は運送契約(真荷主⇔元請)だけ？
利用運送についてはどうか。
【トラック事業者】
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国会での質疑より

102

荷役等をする場合に、その対価を請求できる仕組みは。
(4/3衆国交委 公明党 日下議員)

Ｑ．

契約内容書面化義務づけによって、トラックドライバーが荷
役作業を行うか否か、また、行う場合の対価が幾らとな
るか明確化される。
また今般改正した標準的な運賃にも項目として荷役作業
を入れ、標準的な水準を提示した。
合わせてトラックＧメンによる荷主等への是正指導強化に
より荷役作業を行う場合に適正な対価を収受できるよう、
しっかりと取り組んでいく。(斉藤国土交通大臣)

Ａ．



【交付書面の記載事項】

① 運送役務の内容・対価
② 運送契約に荷役作業・附帯業務等が含まれる場合

には、その内容・対価
③ その他の特別に生ずる費用に係る料金（例：有料道路利用料、燃料サーチャージなど）
④ 運送契約の当事者の氏名・名称及び住所
⑤ 運賃・料金の支払方法
⑥ 書面の交付年月日

1.書面交付関係

○ 運送契約締結時に、以下の事項について記載した書面交付を義務付け
・ 真荷主＊とトラック事業者が運送契約を締結するときは、相互の書面交付（法第12条）
・ トラック事業者等が利用運送を行うときは、委託先への書面交付（法第24条）

○ 交付した書面については、その写しを一年間保存すること

トラック事業者の取引に対する規制的措置 【貨物自動車運送事業法】

・ メール等の電磁的方法でも可
・ 基本契約書が交わされている場合、その基本契約書

に記載されている内容については省略可

10
3

＊「真荷主」とは、以下の①～③のすべてに該当する者を指す。
① 自らの事業に関して
② 貨物自動車運送事業者との間で運送契約を締結して貨物の

運送を委託する者であって、
③ 貨物自動車運送事業者以外のもの



書面交付の義務付けについて

荷主
貨物自動車
運送事業者

貨物自動車
運送事業者

荷主
貨物自動車
運送事業者

貨物自動車
運送事業者

貨物利用
運送事業者

運送
委託

運送
委託

貨物自動車
利用運送

（トラック法）

＜パターン１：貨物自動車運送事業者のみが運送を受託しているケース＞

＜パターン３：貨物自動車運送事業者から貨物利用運送事業者への運送委託が含まれるケース＞

貨物自動車
利用運送

（トラック法）

利用運送
（利用運送法）

利用運送
（利用運送法）

貨物自動車
運送事業者

かつ
貨物利用

運送事業者

荷主
貨物自動車
運送事業者

貨物自動車
運送事業者

貨物利用
運送事業者

貨物自動車
運送事業者

＜パターン２：荷主から運送を受託しているのが貨物利用運送事業者であるケース＞

運送
委託

利用運送
（利用運送法）

貨物自動車
利用運送

（トラック法）

貨物自動車
利用運送

（トラック法）

①
書面交付

①
書面交付

①
書面交付

① ： 第12条の規定に基づく書面交付
（真荷主⇔トラック事業者）

② ： 第24条の規定に基づく書面交付
トラック事業者・利用運送事業者

⇒トラック事業者・利用運送事業者

②
書面交付

②
書面交付

②
書面交付

②
書面交付

②
書面交付

真荷主

真荷主

真荷主 貨物利用運送事業者にも
書面交付の義務がかかる

②
書面交付
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※赤枠は法定事項
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あくまでも一例であり、法定事項が網羅されていれば、
既存のものやメール等でも可（新たに書面を作成する必要はなし）

交付書面の一例
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皆さんのご意見・ご質問から

改正トラック法に関する改正点
「利用運送の健全化措置」について。

下請けの規制より、下請けに流す際の利益率の固
定が必要では。【貨物利用運送事業者】
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トラック事業者の取引に対する規制的措置 【貨物自動車運送事業法】

２-1.健全化措置関係＜努力義務について＞

○ 元請事業者等に対し、利用運送を行うときに、委託先への発注適正化（健全化措置）を講ず
ることを努力義務化。具体的な内容は以下のとおり。

【健全化措置の内容】 ※次ページにイメージ図を掲載

① 利用する運送に要する費用の概算額を把握した上で、その概算額を勘案して利用の申込みをする
こと

② 荷主が提示する運賃・料金が①の概算額を下回る場合、当該荷主に対し、運賃・料金について
交渉をしたい旨を申し出ること

③ 委託先のトラック事業者が再委託を行う場合に関し、委託先に対して、例えば「二以上の段階にわ
たる委託の制限（再々委託の制限）」等の条件を付すこと

107

※あくまでも例示であり、委託先に対してその他の条件を付すことによって対応していただく
ことでも問題ありません。
例）「再委託を行う場合は、再委託先の運送に要する費用を聞き取る場を設けたう

えで申込みをすること」 など



健全化措置のイメージ
イメージ措置の内容

利用する運送に要する費用の
概算額を把握した上で、当該
概算額を勘案して利用の申込
みをすること。

①

荷主が提示する運賃・料金が
①の概算額を下回る場合、当
該荷主に対し、運賃・料金に
ついて交渉をしたい旨を申し出
ること。

②

委託先の一般貨物自動車運
送事業者が再委託を行う場
合に関し、委託先に対して、例
えば「二以上の段階にわたる委
託（再々委託）の制限」等の
条件を付すこと。

③

概算額をヒアリング 概算額を勘案し申込み

元請 下請 元請 下請

荷主
元請 下請 荷主 元請

Ａ社 Ｂ社
＝「委託先の一般貨物

自動車運送事業者」

条件を付す

Ｃ社

１段階目の委託
（再委託）

引き受けた運送を他の事業者に再委託する場合、
再々委託は行われないようにしてください。

運賃・料金を交渉「荷主が提示する運賃・料金＜①の概算額」の場合

いくらで運送
できますか？

燃料費高騰のため、100
万円以下だと赤字です。

110万円で申し
込みます。

ありがとうござい
ます。

荷物が通常より多く
なるのですが、いつ
もの90万円でお願い
できますか？

確認します。

いくらで運送
できますか？

ご依頼の荷物量だと、トラッ
ク１台追加する必要があるの
で、価格交渉させて下さい。

110万円は必要です。

トラック足りないか
ら1台追加で下請け
にださなくちゃ・・

Ｄ社

２段階目の委託
（再々委託）
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トラック事業者の取引に対する規制的措置 【貨物自動車運送事業法】

２-2.健全化措置関係＜運送利用管理規程の作成義務・運送利用管理者の選任義務について＞

○ 前年度の利用運送量（貨物自動車運送事業法に基づくものに限る。）が100万トン以上の事業者に対し、健全
化措置に関する運送利用管理規程の作成・運送利用管理者の選任及び国土交通大臣への届出
を義務付け

【運送利用管理規程の内容】
① 健全化措置を実施するための事業の運営の方針に

関する事項
② 健全化措置の内容に関する事項
③ 健全化措置の管理体制に関する事項
④ 運送利用管理者の選任に関する事項
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【運送利用管理者の職務】
① 健全化措置を実施するための事業の運営の方針を決

定すること。
② 健全化措置の実施及びその管理の体制を整備すること。
③ 実運送体制管理簿を作成する場合にあっては、当該実

運送体制管理簿の作成事務を監督すること。

※毎年提出している事業実績報告書の「輸
送トン数（利用運送）・ 全国計」の欄で
判断。

※事業運営上の重要な決定に参画する管理
的地位にある者（役員等）から１人選任。

※届出期限は、利用運送量が100 万トン以上と
なった年度の翌年度の７月10 日まで。
⇒ 令和６年度に100万トン以上となった場合は、

令和７年４月１日～令和７年７月10日
の間に届出をする必要。



皆さんのご意見・ご質問から

改正トラック法に関する改正点
「実運送体制管理簿」の作成・保存について。
物流新二法について、多重下請け構造の抑制が期
待されているが、どの程度の効果を見込んでいるのか
知りたい。そもそもなぜ多重下請け構造になるのか、
国の見解を聞きたい。【貨物利用運送事業者】
実運送体制管理簿を作りつつも、実運送してくれる
会社からメールや書類が送られてきません。
【元請トラック事業者】
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トラック輸送における多重下請構造についての実態把握調査に係る調査結果

令和5年4月27日持続可能な物流の実現に向けた
検討会（第9回）資料より



○ 元請事業者に対し、以下の事項について記載した実運送体制管理簿の作成を義務付け
※ 作成の対象となる貨物の重量は1.5トン以上
※ 元請事業者が真荷主から貨物の運送を引き受ける際に、元請事業者から実運送事業者に至る

までの一連の委託関係が明らかとなっている場合、運送ごとの作成は不要（一度作ればよい）

○ 作成した実運送体制管理簿は１年間保存すること

○ 各事業者に対し、実運送体制管理簿の作成に必要な情報の通知を義務付け

【実運送体制管理簿の記載事項】

① 実運送事業者の商号又は名称

② 実運送事業者が実運送を行う貨物の内容及び区間

③ 実運送事業者の請負階層

トラック事業者の取引に対する規制的措置 【貨物自動車運送事業法】

３.実運送体制管理簿関係
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※真荷主から運送依頼があった時点で判断。
実運送の時点で何トン運ぶかや、実運送で混載を
行うか等は関係ない。

※系列化等により下請構造が固定化されている場合（真荷主及び元請
事業者がともに、実運送事業者とその請負階層についてあらかじめ把握
している状態）を想定。



実運送体制管理簿の作成主体について

荷主
貨物自動車
運送事業者

貨物自動車
運送事業者

荷主
貨物自動車
運送事業者

貨物自動車
運送事業者

貨物利用
運送事業者

運送
委託

運送
委託

貨物自動車
利用運送

（トラック法）

＜パターン１：貨物自動車運送事業者のみが運送を受託しているケース＞

＜パターン３：貨物自動車運送事業者から貨物利用運送事業者への運送委託が含まれるケース＞

貨物自動車
利用運送

（トラック法）

利用運送
（利用運送法）

利用運送
（利用運送法）

貨物自動車
運送事業者

かつ
貨物利用

運送事業者

荷主
貨物自動車
運送事業者

貨物自動車
運送事業者

貨物利用
運送事業者

貨物自動車
運送事業者

＜パターン２：荷主から運送を受託しているのが貨物利用運送事業者であるケース＞

運送
委託

利用運送
（利用運送法）

貨物自動車
利用運送

（トラック法）

貨物自動車
利用運送

（トラック法）

： 管理簿の作成主体

真荷主

真荷主

真荷主

※貨物軽自動車運送事業者は除く

※貨物軽自動車運送事業者は除く

※貨物軽自動車運送事業者は除く
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3



実運送体制管理簿の作成に必要な情報の通知フロー

荷主

貨物自動車
運送事業者

(元請)

・・・ 貨物自動車
運送事業者

（n次請）

・・・

実運送体制管理簿
を作成する

実運送事業者の名称/商号、運送区間、貨物の内容、何次請けか

元請A社の連絡先、真荷主の名称、
何次請けか

: 通知事項: 運送委託

※実運送を行う
場合

実運送あり
⇒ 元請事業者への

通知義務

※貨物軽自動車運送事業者は除く

貨物自動車
運送事業者

（3次請）

貨物利用
運送事業者

（2次請）

貨物自動車
運送事業者

貨物利用
運送事業者

かつ

（１次請）

貨物利用運送事業者
にも「委託先への通知
義務」がかかる

真荷主

「1.5トン」は
この時点で
判断

併せて、「実運送体制管理簿の作成対象
である」旨を確実に委託先へ伝える

実運送なし
⇒ 元請事業者

への通知なし
※「委託先への通知義務」

はあり
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実運送体制管理簿のイメージ

・荷主３社（食料品メーカー甲社、製紙メーカー乙社、
機械メーカー丙社）

・食料品メーカー甲社からの運送依頼について、下図
のような委託関係により運送した場合

事例 ： トラック事業者Ｘ運輸

運送委託
・食品機械:20t（××工場→〇〇工場）
・冷凍食品:５t（〇〇工場→小売店ア）
・調味料:３t（〇〇工場→卸売店イ）
・飲料:10t（××工場→倉庫ウ）

運送委託
・冷凍食品:５t
（Z営業所

→小売店ア）

運送委託
・冷凍食品:５t
（Z営業所

→小売店ア）

D運輸

実運送
・飲料:３t
（××工場

→倉庫ウ）

１次

実運送
・冷凍食品:５t
（〇〇工場→Z営業所）
・調味料:３t
（〇〇工場→卸売店イ）

実運送なし（すべて利用運送）
・食品機械:20t
（××工場

→〇〇工場）
・飲料:10t
（××工場→倉庫ウ）

X運輸
元請

運送委託
・食品機械:20t
（××工場

→〇〇工場）

食料品
メーカー

甲社

真荷主

運送委託
・飲料:10t
（××工場

→倉庫ウ）

運送委託
・飲料:５t
（××工場

→倉庫ウ）

運送委託
・飲料:２t
（××工場

→倉庫ウ）

運送委託
・飲料:２t
（××工場

→倉庫ウ）

E運輸

実運送
・飲料:５t
（××工場

→倉庫ウ）

２次

F運輸

実運送
なし

２次
G運輸

実運送
・飲料:２t
（××工場

→倉庫ウ）

３次

C運輸

実運送
・冷凍食品:５t
（Z営業所

→小売店ア）

２次
B運輸

実運送
なし

１次

実運送
・食品機械:20t 
（××工場

→〇〇工場）

A運輸
１次

“貨物”を分割して
運送するパターン

“区間”を分割して
運送するパターン
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ｑ

ドライバー名車番請負階層実運送事業者の商号又は名称貨物の内容運送区間積込日

○○11-11１次請けA運輸食品機械××工場～〇〇工場2/1（木）

○○22-22元請けX運輸冷凍食品○○工場～Z営業所2/1（木）

○○33-33２次請けC運輸冷凍食品Z営業所～小売店ア2/1（木）

○○44-44１次請けD運輸飲料××工場～倉庫ウ2/2（金）

○○55-55２次請けE運輸飲料××工場～倉庫ウ2/2（金）

○○66-66３次請けG運輸飲料××工場～倉庫ウ2/2（金）

実運送体制管理簿のイメージ

実運送体制管理簿（食料品メーカー甲社）

・
・
・

実運送体制管理簿（製紙メーカー乙社）

実運送体制管理簿（機械メーカー丙社）

赤枠：必須の記載事項

・既存の配車表を活用するなど、事業者の取り組みやすい形で作成可能。電磁的記録での作成も可。

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・
・
・

・・・

・
・
・

※「調味料」は元請事業者がすべて自身で実運送した（利用運送を行っていない）ため、管理簿への記録は不要

※元請事業者自身が管理簿に記載されるのは
「一部を自身が実運送し、残りを利用運送した場合」 のみ

※元請事業者は実運送をしていない（すべて利用運送した）
ため、元請事業者自身は管理簿には記載されない
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・荷主３社（食料品メーカー甲社、製紙メーカー乙社、機械メーカー丙社）

・食料品メーカー甲社からの運送依頼について、前ページの下請構造により運送した場合

事例 ： トラック事業者Ｘ運輸
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6



トラック事業者の取引に対する規制的措置 【貨物自動車運送事業法】

４.その他の制度改正（令和７年４月１日施行）
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○荷待時間・荷役作業等の記録義務の対象となる車両の拡大
・ 業務記録における荷待時間・荷役作業等の記録義務の対象となる車両が、現行の「車

両総重量が８トン以上又は最大積載量が５トン以上の車両」から、全ての車両に拡大
されます。

○特定貨物自動車運送事業の事業譲渡等に係る手続の変更
・ 特定貨物自動車運送事業の譲渡、合併・分割又は相続が発生した場合、事業の権利

義務は自動的に承継されることとなっており、権利義務を承継した者は事後の届出義務
のみ課されることとされているところ。

・ 今般、特定貨物自動車運送事業についても、一般貨物自動車運送事業者と同様に事
業譲渡等の際に権利義務を承継する者の適格性を審査するために、届出制が認可制
に変更となります。


